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デジタルエンゲージメントが

コンシューマーエクスペリエンス

最適化の鍵となる

銀行業界は、デジタル化競争に突入している。全世界の銀

行が2018年に計画している投資額は97億米ドルに上り、これ

はフロントオフィスでのデジタルバンキング機能の強化のみを

目的とした額である。1 多くのリテールバンクにとって、オンライ

ン／モバイルチャネルは支店やATMと同じくらい重要になって

いる。

世界の銀行は、デジタル技術への投資が顧客獲得と顧客満

足にどのように貢献するかすでに気付き始めている。たとえ

ば、バンク・オブ・アメリカでは現在、モバイル経由での預金額

が支店での預金額を上回っている。2 同社のCEOであるブライ

アン・モイニハンは先日、デジタルバンキングへの投資により、

顧客満足度が改善したと述べている。3 

しかし、「満足度」は相対的な評価である。Apple、Amazon、

Googleなどの大手テクノロジー企業がデジタルエンゲージメン

トの模範となったため、多くの消費者は自らのメインバンクより

もこうしたブランドに親近感を持つようになっている（これについ

ては本レポートの後のセクションで考察する）。銀行がこれに追

いつくには、デジタルエクスペリエンスを構築することで親近感

を高め、密接な関係により収益性の高い顧客を得る必要があ

る。

アになるというデロイトの考えが裏付けられた。これを達

成するには、5つの段階（選択、検討、申し込み、導入、

サービス提供）でデジタルサービスを統合し、包括的なエ

ンゲージメントを推進することが必要と

なる。調査結果では、銀行がデジタル

サービスの拡大・改善だけでなく、真に

優れたデジタル組織へと変革する必要

があることが明確に示されている。

今回の調査は、デジタルバンキング

に係るデロイトのソート・リーダーシップ

活動の最新の成果であり、業界の将来にとって最も重要

な論点を取り上げている（補足情報の「デロイトにおける

デジタルバンキング調査」を参照）。

当然ながら、銀行システムおよび消費者の行動は地域

におけるマーケットによって異なる。したがって本レポート

では、各国における消費者と金融機関の関係を説明する

際に、国ごとの違いを強調している。継続的な調査が実施

されれば、こうした地域的な差異とその理由をさらに掘り

下げることができるだろ。

多くのリテールバンクにとって、オンラ

イン／モバイルチャネルは支店や

ATMと同程度の重要性を持つ。

デロイト金融サービスセンターは、2018年5月に17カ国

17,100人の銀行顧客を対象にし、銀行のデジタルエン

ゲージメントの現状を調査した。当社は、デジタル取引に

関してどのチャネルやサービスをどの程度使用しているか

質問し、デジタルバンキングに対する消費者の期待と認

識、および将来に新たなデジタルバンキングサービスを使

用する可能性を調査した。

この調査の結果では、顧客とのやり取りの各段階で組

織変革を行うことがデジタルバンキングの次のフロンティ
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調査と手法について 

デロイトUS金融サービスセンターは、2018年5月に世界的なデジタル調査を行い、17カ国で17,100人に質問を行っ

た。17カ国各国について、年齢と性別が適切な配分になるよう設定している。調査では、銀行利用および新商品購入

におけるチャネル選好、銀行に対する親近感、メインバンクに対するその他の姿勢や認識をはじめとして、消費者のデ

ジタルエンゲージメントを重点的に取り扱った。 

全世界のサンプルにおいて特性の違いが存在するか理解するため、当社は13,912件の有効回答データに対してクラ

スター分析を行った。4 その結果、1つのアルゴリズムにおいて、統計的に最も有意な結果が得られることが確認され

た。クラスター分析における入力データは以下のとおりである。 

1. 回答者が銀行チャネルを使用する頻度：銀行支店、ATM、コールセンター、オンラインバンキングサービス、モバ

イルバンキングアプリ 

2. 各種サービスを利用する際のチャネル：取引（引き出し、請求への支払い）、情報（残高照会、銀行商品の問い

合わせ、口座詳細の更新）、問題解決（取引の異議申し立て、デビット／クレジットカードの紛失または盗難の報

告）、および商品の申し込み（ローン申請）。 

調査結果では、デジタルに対する姿勢と行動が顧客によって明確に異なることが明らかとなった。全世界の消費者

は、「従来型利用者」、「オンライン利用者」、または「デジタル開拓者」のいずれかに分類できる。各セグメントの特徴に

ついては、本レポートの「デジタルに対する親近感」セクションを参照されたい。 

報告された調査データは加重されておらず、当社の解釈は調査に含まれるサンプルに限定される。 
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銀行に対する満足度は 
相対的 

 

 
デロイト金融サービスセンターの銀行顧客に対する世界的な

調査では、他のデロイト調査で観察された結果が以下のように

裏付けられている。メインバンクに対する消費者の全般的な満

足はおおむね高い。5世界的なサンプルの3分の2近くがメイン

バンクについて完全に満足または非常に満足している。しか

し、満足度は国によって異なる（図1）。 
たとえば、アジア太平洋地域を見ると、インドおよびインドネ

シアの消費者は、シンガポール、オーストラリ

ア、日本の消費者よりも銀行に対する満足度

が高い。欧州を見ると、ノルウェーおよびオラ

ンダの消費者はドイツ、フランス、スペインの

消費者よりも銀行に対する満足度が高い。

北米と欧州の満足度を比べると、米国および

カナダの消費者はおおむね欧州の消費者よ

りも銀行に満足している。 
こうした傾向は、消費者が銀行を支持する

かどうかを判断する際にも現れる。調査に参

加した消費者の3分の2近くが友人や家族に

メインバンクを勧めると答えた（図1）。メインバンクを勧めると答

えた消費者の割合は、日本、シンガポール、米国よりもインドお

よびインドネシアで高い。 
しかし、こうした質問は全般的な親近感を測定するもので、顧

客満足度を完全に表したものではない。

銀行は差別化に向けてさまざまな戦略を採用している

が、顧客の満足度に注目することで、密接な関係を構築

する必要がある。6 ハーバード・ビジネス・レビューの記事

によると、親近感を持つ顧客は非常に満足している顧客

よりも35%重要である。7 当社の調査によると、6つの評

価軸で銀行を高く評価した回答者の上位25%は、メイン

バンクでの商品利用も多い。 

ただし重要な点として、当社の調査では、銀行が親近感

の構築において他のブランドに負けていることも示されて

いる。親近感の上位を占めているのは、Apple、Google、

Amazon、Samsung、Microsoft,などの優良デジタルサー

ビス企業である。図2では、6つの評価軸に関して、こうし

た人気ブランドと比較して消費者が銀行をどのように評価

しているかが示されている。こうした結果では、消費者

は、人気ブランドがデジタル面での優れたコンシューマー

エクスペリエンスを提供しており、品質、利便性、価値の

提供に関して銀行を上回っていると感じていることが示さ

れている。 

当社の調査によると、6つの

評価軸で銀行を高く評価した

回答者の上位25%は、メイン

バンクでの商品利用も多い。 
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図1 

満足度と支持率は高いが、国によってばらつきがある
「きわめて満足／非常に満足」、「強く勧めたい／勧めたい」と答えた回答者の割合（個別）

満足度 推奨

世界全体

インド

米国

インドネシア

メキシコ

ノルウェー

カナダ

オランダ

英国

オーストラリア

スイス

スペイン

中国

シンガポール

ブラジル

ドイツ

フランス

出所：デロイト金融サービスセンターの分析
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図2 

親近感の構築：銀行と人気ブランドの比較
同意または強く同意した回答者の割合

人気ブランド メインバンク

商品とサービスが使いやすい。

73% 
60% 

エキサイティングな商品とサービスを提供している。

70% 
45% 

利用者のエクスペリエンスを改善、または優れた価値の提供に向けて常に努力している。

67% 
48% 

類似する商品やサービスよりも高い価値を提供している。

66% 
49% 

商品／サービスの条件や料金が分かりやすい。

64% 
52% 

自分と自分のニーズを理解している。

60% 
48% 

各質問について、

人気ブランドと銀行の差は

出所：デロイト金融サービスセンターの分析 

12%以上 
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デジタル採用の割合は高いが、

取引面に集中

しかし実際のところ、デジタルチャネルの利用頻度は、すべて

の世代、すべての国で支店とATMを上回っている（図3）。こうし

た状況は、銀行がデジタルサービスを改善すれば、顧客エン

ゲージメントを拡大できることを意味している。

　ただ、国別の詳細を見ると興味深い例外が観察できる。特に日

本は、1カ月に6回以上オンラインを利用する割合がわずか

7%、モバイルバンキングを利用する割合が6%となっており、他

の国と大きく異なる。

モバイルおよびオンラインチャネルを最も頻繁に利用した回答者
利用したことがない  1カ月に1回未満  1カ月に

2～5回1か月に6-9回     1か月に10回以上

銀行支店

ATM 

コールセンター

オンラインバンキング

モバイルバンキングアプリ

注記：四捨五入により合計が100%とならない場合がある。
出所：デロイト金融サービスセンターの分析

14% 61% 21%
3%

2%

2%

1%

29% 18% 11% 22%21%

18% 18% 29% 13% 22%

22% 67% 8%

14% 33% 38% 9% 6%

当社の調査では、銀行のデジタルエンゲージメントの強化を

受け入れる消費者の存在が示唆されている。多くの消費者が

すでにデジタルバンキングチャネルを頻繁に利用しており、状

況はきわめて肯定的と言える。支店とATMの利用者はこれより

若干多いものの、オンラインおよびモバイルチャネルが大きく

後れを取ることはない。86%の消費者は、支店またはATMを

利用してメインバンクにアクセスしており、オンラインバンキング

の利用率は84%、モバイルアプリの利用者は72%となってい

る。

図3 
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しかし、こうした結果は、それほど意外なものではない。明

治安田生命の2016年の調査によると、日本のインターネット

利用者の70%が実店舗で現金での支払いを行っている。8 
デジタル先進国である中国とシンガポールは、日本と同じカ

テゴリーに存在するものの、その比率は異なる。9

一方、調査を行った他の国では、ATMや銀行支店を利

用せず、オンラインおよびモバイル機器で銀行取引を行う割

合が増加傾向にある。これは良好なスタートといえる。ブラン

ド認識の改善に向けた最初のステップは、顧客への露出を

増やすことである。

デジタルチャネルの利用頻度は良好な兆しを示している

が、やり取りの量と質については重要な違いが存在する。当

社の調査では、デジタルチャネルは情報および取引サービ

スに限定されることが多く、こうしたサービスはオンラインバ

ンキングで15年以上提供されている（送金、口座詳細の更

新、残高照会）。

しかし、多くの消費者は、複雑なサービスまたは助言サー

ビスに関して、デジタルチャネルよりも従来型のチャネルを

好んでいる。銀行に苦情を伝えた回答者のうち、その42%が

コールセンターを利用し、支店を利用したのは26%、デジタ

ルチャネル（オンラインまたはモバイル）を利用したのはわず

か30%であった。新たな商品の申し込みでも同じ傾向が観

察され、特に確認と書類で多くの手続きを必要とする融資で

はこの傾向が強い（図4）。 

興味深いことに、支払用のカード（デビットおよびクレジッ

ト）および基本的な取引商品（支払いおよび貯蓄口座）の申

し込みを行う際に、消費者はオンラインおよびモバイルと支

店利用の2つに分かれている。 
デジタルチャネルで無担保消費者金融または小規模企業

向け融資の申し込みを受け付けている銀行はほとんどない

が、ノンバンク系のフィンテック企業は、こうした利用方法を

10年以上認めており、一部の銀行がこれに追従している。10 
しかし、大半の場合、リテールバンクは対面でのやり取りと、

面倒な書面での融資手続きを要求している。11  
また、デジタルサービスに対する銀行の「プル」アプローチ

と「プッシュ」アプローチの違いは、デジタル取引での親近感

を生み出す上で阻害要因となる可能性がある。現在の消費

者は、口座詳細の確認であれ、消費パターンの理解であ

れ、ニーズを満たすために銀行プラットフォームを訪問して

おり、銀行はこうしたニーズに対応している。

一方、フィンテック企業は「プッシュ」戦

略によって消費者とのデジタル関係を構

築していることが示されている（情報の送

信、消費行動に基づく個別の洞察、近くの

小売店での割引またはポイントの提供な

ど）。12 銀行は、モバイル機器で安全に情

報を記憶することでログインを簡単にして

いるが、口座内での通常と異なる取引に

ついてアラートを発するなどのプッシュ戦略をさらに利用でき

ると思われる。13 

ブランド認識の改善に向けた最

初のステップは、顧客への露出

を増やすことである。
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図4 

複雑なサービスまたは助言サービスに関して、大半の回答者が従来のチャネルを選好

回答者が新商品を利用するチャネル

銀行支店 コールセンター オンラインバンキング モバイルバンキングアプリ

取引関連の商品
当座預金

貯蓄口座

デビットカード

融資商品
クレジットカード

個人向け融資

住宅ローン／住宅ローンの借り換え

住宅担保融資

助言商品
資産運用／証券口座

出所：デロイト金融サービスセンターの分析 

62% 6% 24% 8%

68% 7% 19% 6%

54% 4% 30% 12%

54% 5% 30% 11%

49% 6% 33% 12%

44% 7% 38% 11%

61% 6% 25% 8%

69% 6% 19% 6%
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デジタルに対する親近感

デジタルエンゲージメントをさらに考察し、顧客セグメントごと

の違いを理解するために、当社はクラスター分析を行った

（「調査と手法について」セクションを参照）。世界で約14,000
件近くを対象とした分析により、3つの消費者セグメントにお

いてデジタル利用と親近感の相関性が明らかになった。14当

社は、これらのグループを「従来型利用者」、「オンライン利

用者」、「デジタル開拓者」と名付けた。

 従来型利用者はサンプルの28%を占め

る。彼らは、デジタルの利用頻度が低く、

支店およびATMで大半のサービスを利用

している。こうした回答者の半分近くが

ATMで残高を確認し、支店で確認した割

合は5分の1である。 
口座間での送金を行った従来型利用者の

うち、3分の1がATMを利用し、支店を利用

した割合も3分の1である。従来型利用者

の4分の1近くがオンラインバンキングを利

用したことがない。モバイルアプリの使用

頻度はさらに低く、44%で利用経験がない。このセグ

メントでは、オンラインおよびモバイルバンキングの利

用者についても、1カ月で10回以上使用した割合は10
分の1にとどまる。従来型利用者は、デビットカードや

クレジットカードなどの商品利用割合が他のセグメント

より少ない。

 オンライン利用者は最大のセグメントであり、全体の

43%を占める。彼らは、従来型利用者よりもデジタル

エンゲージメントが高いが、残高照会や取引の確認、

送金、請求への支払いなど、銀行が長年にわたって

オンラインで構築してきた取引についてはモバイルア

プリよりもオンラインを選好している。彼らは、従来型

利用者よりも商品利用が多く、銀行との取引頻度も高

いが、常にそうとは限らない。1カ月で10回超オンライ

ンでアクセスした割合は、オンライン利用者の約20%
であり、同じくモバイルアプリでアクセスした割合は

25%である。 

 デジタル開拓者は、サンプルの28%を占めており、ミ

レニアル世代は他のセグメントよりもこのグループで

割合が最も高い。オンライン利用者と同様、このグ

ループはモバイルおよびオンラインチャネルを主に利

用して口座照会、送金、請求への支払いを行っている

が、モバイル機器で取引を行うことを好む割合はデジ

タル開拓者の方がはるかに高い。たとえば、デジタル

開拓者の48%がオンラインでP2P送金を利用し、モバ

イル機器では44%となっている。一方、オンライン利用

者ではオンラインでP2P送金を利用する割合が52%と

なり、モバイル機器では37%となっている。

世界全体で約14,000件近く

を対象とした分析により、3つ

の消費者セグメントにおいて

デジタル利用と親近感との相

関性が明らかになった。
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実際のところ、メインバンクへの満足度と

支持率が最も高いのはデジタル開拓者である。

デジタル開拓者は、多くの商品を利用しているが、オン

ライン利用者よりも取引頻度がはるかに高い。このセグ

メントでは、オンラインおよびモバイルバンキングの利

用者の半分以上が1カ月に10回以上これらのチャネル

を利用している。デビットカードおよび当座預金などの

シンプルな商品を申し込む際、デジタル開拓者の多くが

支店を訪問するよりも、オンラインおよびモバイルチャ

ネルの利用を選好している。そして、個人向け融資の

申し込みをオンラインおよびモバイルアプリで行う割合

はそれぞれ32%と11%を若干下回るが、一方でオンラ

イン利用者では同じく25%と7%となり、従来型利用者

ではわずか17%と6%となる。

実際のところ、自分の銀行への満足度と支持率が最も高

い（「強く勧めたい」）のはデジタル開拓者である。

図5 

消費者セグメントごとの親近感

同意または強く同意した回答者の割合

従来型利用者 オンライン利用者 デジタル開拓者

親近感（自分の銀行について「きわめて優れている」／「非常に良い」と評価した割合）

満足度
（「極めて高い」／「非常に高い」と評価した割合）

推奨
（「強く勧めたい」／「勧めたい」と評価した割合）

56% 63% 67% 
53% 63% 68% 

出所：デロイト金融サービスセンターの分析 

メインバンクはエキサイティン

グな商品とサービスを提供し

ている。

メインバンクは、自分と

自分のニーズを理解し

ている。

メインバンクでは、商品と

サービスが使いやすい。

メインバンクでは、商品

／サービスの条件や料

金が分かりやすい。

メインバンクでは、類似する商

品よりも高い価値を提供して

いる。

メインバンクは、利用者

のエクスペリエンスを

改善、または優れた価

値の提供に向けて常に

努力している。
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彼らはまた、オンライン利用者および従来型利用者よりもメ

インバンクに対して親近感が高い（絶対値ベース、図5）。

銀行に対するデジタル開拓者の親近感を人気ブランドと比

較すると、興味深い関係が観察できる。デジタル開拓者は、

銀行に対して最も親近感が高いが（絶対値ベース）、人気ブ

ランドとメインバンクに対する親近感のギャップは6つのパラ

メーター中5つで高くなっている（図6）。最も満足度が高く、親

近感を持つ消費者が人気ブランドよりも銀行サービスが「エ

キサイティング」だと感じていないならば、銀行はさらに努力

する必要がある。15 ここで当社は、「銀行の顧客関係は本当

に密接と言えるか？」と疑問を投げかけたい。そして、これら

の人気ブランドが金融サービスを提供したら何が起こるだろ

うか？

従来型利用者 オンライン利用者 デジタル開拓者

エキサイティングな商品とサービスを提供している。

商品とサービスが使いやすい。

類似する商品やサービスよりも高い価値を提供している。

自分と自分のニーズを理解している。

商品／サービスの条件や料金が分かりやすい。

利用者のエクスペリエンスを改善、または優れた価値の提供に向けて常に努力している。

出所：デロイト金融サービスセンターの分析 

18% 

12% 

20% 

26% 
30% 

13% 
14% 

11% 
14% 

16% 

20% 
23% 

図6 

人気ブランドと銀行における親近感のギャップ

人気ブランドおよび銀行に関して「きわめて優れている」／「非常に良い」と評価した回答者割合の差
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セグメントの特性は

国ごとに異なる

当社は、上記のセグメントが調査対象の17カ国でどのよう

に分布しているか分析を行った（図7）。 
予想どおり、国ごとのクラスターを検討すると、日本の回

答者の75%はデジタルバンキングの利用が遅れており「従

来型利用者」に該当した。これに続くのがフランス、米国、イ

ンドネシアでそれぞれサンプルの41%、38%、35%が従来型

利用者に該当する。先進国では、数十年にわたって強靱な

銀行支店インフラが構築されており、これが従来型利用者の

割合が高い理由であると思われる。しかし、インドネシアなど

の発展途上国で世界平均よりも従来型利用者の割合が高

いことを考えると、さらなる分析が必要となるだろう。

オランダはオンライン利用者の割合が最も高く（63%）、こ

れに中国（58%）、スイス（56%）、シンガポール（53%）、ノル

ウェー（53%）が続く。これらの国の大半ではインターネット接

続環境が整備されており、これがデジタル利用率の高さの

理由であると思われる。たとえばオランダは、欧州における

デジタルパフォーマンスと競争力を評価した「2017年版デジ

タル経済および社会指数（DESI）」において上位4カ国に

入っている。16

調査対象の17カ国では、ブラジルはデジタル開拓者の割

合が世界平均と比べて最も高かった。一方、英国とインドで

は、サンプルでデジタル開拓者が占める割合がそれぞれ

46%と42%となり、満足度とデジタル利用頻

度の相関性が高いという世界的傾向が反映

されている。当社では、国ごとの違いおよび

デジタルにおける回答者の行動要因につい

て、今後の発行物および読者とのコミュニ

ケーションで考察する予定である。

先進国では、数十年にわたっ

て強靱な銀行支店インフラが

構築されており、これが従来

型利用者の割合が高い理由と

なっている可能性がある。
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図7 

顧客セグメントの国別比較

従来型利用者 オンライン利用者 デジタル開拓者

ブラジル

英国

インド

オーストラリア

メキシコ

ノルウェー

スペイン

シンガポール

フランス

米国

スイス

ドイツ

中国

インドネシア

日本

注記：四捨五入により合計が100%とならない場合がある。
出所：デロイト金融サービスセンターの分析

18% 32% 51%

42%

46%

38%

35%

29%

35%

26%

26%

25%

25%

23%

23%

21%

18%

22%

7%

20%

13%

17%

24%

31%

12%

21%

11%

41%

28%

38%

21%

21%

35%

32%

75%

38%

40%

45%

41%

40%

53%

53%

63%

35%

47%

39%

56%

58%

47%

47%

17%

オランダ

カナダ



デジタルバンキングに関する世界的な消費者調査 

15 

デジタルの現実化と

現実のデジタル化

デジタルチャネルは、組織に対する消費者の親近感を高

める上で有効な手段となる。消費者に人気のあるテクノロ

ジー企業は、最高のデジタル機能を備えるだけでなく、デジ

タルと物理的な環境を統合する優れた成果を上げており、両

者を戦略的に統合することで親近感を高めている。17 
Amazonにおけるデジタル面の優れた手腕により、顧客は商

品を短時間で発見、調査、購入できると同時に、物理的なサ

プライチェーンにより商品を最も

効率的に受け取ることができる。

物理的なサービスをバーチャル／

デジタル世界と統合することが優

れたカスタマーエクスペリエンス

のカギとなる。つまり「デジタルの

現実化と現実のデジタル化」であ

る。

当社の調査によると、銀行がセ

キュリティを強化し、リアルタイム

の問題解決を行い、通常の銀行

取引をデジタル化すれば、消費者

がデジタルチャネルを利用する頻度が高くなる（オンラインお

よびモバイルの両方、図8）。一方、実店舗においてデジタル

型のセルフサービス画面を追加、または銀行担当者とバー

チャル接続ができれば、消費者が支店を利用する頻度が高

くなる（図9）。銀行のデジタル変革の取り組みでは、デジタル

の現実化と現実のデジタル化を統合することが不可欠とな

る。これに対する提言は以下のとおりである。

すべての消費者のセキュリティを改善 3つのすべてのセ

グメントにおいて、セキュリティの強化により、顧客が将来デ

ジタルチャネルを利用する可能性が高まる。セキュリティの

懸念は従来型利用者にとって特に深刻であり、実際に一部

の従来型利用者がオンラインまたはモバイルバンキングを

利用しないのはこれが理由となっている。

バイオメトリクスなどの利用によるセキュリティ強化は広く行

われており、こうしたツールは現在普及しつつある。たとえ

ば、オーストラリア・ニュージーランド銀行（ANZ bank）の顧

客は、Voice IDテクノロジーを利用してモバイルアプリで

1,000米ドル以上の支払いを行うことができ、追加の認証を

必要としない。18 銀行は、こうしたセキュリティ機能をさらに積

極的に宣伝し、各種セグメントに対するメッセージを差別化

する必要がある。

デジタルの利便性を従来型利用者にアピールする。多く

の従来型利用者がデジタルチャネルを利用しない大きな理

由として、彼らが利点を見出してないことが指摘できる。その

ため、携帯（モバイル）または場所を問わない銀行サービス

（オンライン）の利便性を周知することがきわめて重要とな

る。ここで、デジタルチャネルの利用に躊躇しているベビー

ブーマーと高齢者を考えてみたい。米国のキャピタル・ワン・

フィナンシャルは、2016年にNPOのオールダー・アダルト・テ

クノロジー・サービシズ（OATS）、デジタル学習プラットフォー

ムのグロボと協力し、「Ready, Set, and Bank」というトレーニ

ングプログラムを開発した。19 このプログラムは短いオンライ

ンビデオとリアルタイムの授業で構成されており、口座ア

ラートの設定方法などのオンラインバンキングの基礎を高齢

者に教育している。

物理的なサービスをバーチャル／

デジタル世界と統合することが優

れたカスタマーエクスペリエンスの

カギとなる。つまり「デジタルの現

実化と現実のデジタル化」である。
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銀行が支店においてデジタル機能

を強化するのに伴い（現実のデジ

タル化）、支店の専門家はキャン

ペーンを強化して、こうした消費者

にデジタル画面やタブレットを利用

して単純な取引（請求への支払

い、送金、さらにはデビットカードの

申し込み）を簡単にできることを見

せる必要がある（従来型利用者の

50%以上がデビットカードを所有し

ていない）。従来型利用者が支店

ベースのデジタルツールを利用できるようになったら、担当

者は次にモバイルバンキングの利用方法を教える必要があ

る。従来型利用者の92%がスマートフォンを所有しているこ

とを考えると、彼らを支援して銀行のモバイルアプリをダウン

ロードしてもらうのは簡単である。

モバイルアプリの機能を拡大することで、ユーザーイン

ターフェイスを簡素化し、オンライン利用者を取り込む。昨

年、当社は、モバイル機器が主要チャネルとして支店に取っ

て代わり、これを中心として他のチャネルが発展する可能性

があると予想した。20 

図8 

以下の機能が提供されれば、消費者はモバイルアプリで銀行サービスを利用する頻

度が高くなる

モバイルアプリの利用頻度が高くなる可能性が「高い」または「非常に高い」と答えた割合

    

 

 
 

 

出所：デロイト金融サービスセンターの分析 

52% 44% 44% 

39% 

38% 

データセキュリティの強化 

41% 

従来型利用者が支店ベースのデ

ジタルツールを利用できるように

なったら、担当者は次にモバイル

バンキングの利用方法を教える

必要がある。

通常の銀行取引を 

モバイルアプリで行う機能

リアルタイムでの

問題解決の強化

ログイン／

認証プロセスの簡略化

電子署名の提出および

申し込みがすべてモバイ

ルアプリで可能になる

モバイルアプリで銀行の

アドバイスが得られる

36% 

33% 

36% 予算設定、税金の準備等の

追加機能 

自分の情報を取引フォーム

に自動反映する 

アプリ、デバイス、その他の

ウェブサイトとの統合強化



デジタルバンキングに関する世界的な消費者調査 

17 

オンライン利用者は、モバイルバンキングアプリよりも、オン

ラインバンキングに対してはるかに抵抗がない。銀行は、モ

バイルアプリに対するこのセグメントの親近感を高めるよう

努力する必要がある。

オンライン利用者のモバイルバンキング利用を制限する

要因として、オンラインバンキングポータルよりもアプリの機

能が限定されていることが挙げられる。オンライン利用者の

モバイルバンキング利用を促進するには、銀行がモバイル

アプリを直感的に利用できるようにし、より総合的なサービス

を提供する必要がある。優れた例としてiPhone®がある。

iPhone® は、10年以上にわたって、直感的に利用できる洗

練されたユーザーエクスペリエンスと総合的な機能を提供す

ることで大きな市場シェアを獲得してきた。21 また、一部の銀

行はカニバリゼーションを懸念すると思われるが、オンライン

ポータルでモバイルアプリを宣伝することで、より豊かで総合

的なコンシューマーエクスペリエンスを創出できる。

モバイルの変革により、デジタル開拓者のエクスペリエン

スチャネルを構築する。デジタル開拓者は、銀行のデジタル

チャネルをすでに熱心に利用している。彼らは、メインバンク

からさらに多くのサービスを期待しており、このことは人気ブ

ランドと銀行間の親近感の差に表れている。銀行は、このセ

グメントにおいて、モバイルを差別化要因として活用し、密接

な関係を構築する必要がある。デジタル開拓者は、銀行

サービスの利用においてウェブサイトと同じくらいモバイルア

プリを利用しているが、モバイルの主な利用は、請求への支

払いや残高照会、基本的な商品の申し込みなどの取引サー

ビスとなっている。

ここで銀行は、モバイルアプリにおいてヘルプツールとし

てチャットボットを利用したり、消費者を銀行の担当者と直接

つないだりすることができる。このセグメントは、デジタルバン

キングチャネルにおいてリアルタイムの問題解決を期待して

いるため、こうした手法は最初の一手として優れている。

図9 

以下の機能が提供されれば、消費者は支店で銀行サービスを利用する頻度が高くなる

銀行支店の利用頻度が高くなる可能性が「高い」または「非常に高い」と答えた割合

出所：デロイト金融サービスセンターの分析 

36% 34% 

31% 担当者とのバーチャルビ

デオ会議を設定する機能 31% 接続、滞在、仕事が可能

なカフェスタイルの視点 

バーチャル遠隔サービスに

よる営業時間の延長（担当

者が対応） 

デジタル画面によるセルフ

サービス（担当者への相談

も可能） 
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実際のところ、デジタル開拓者の熱意は、アプリ上で顧客

サービスが受けられないと冷める可能性がある。22

デジタルのみの銀行について検討してみたい。JPモルガ

ン・チェースは、富裕層を対象としたモバイル限定の銀行で

ある「Finn」を設立した。23 独立したブランド

であるFinnは、Zelle支払システムにより消

費者の預金、送金、支払いを可能にし、ア

プリの利用でFinnデビットカードも申し込む

ことができる。消費者は、多数の機能により

簡単かつ便利な方法で自分の資金を管理

できる。たとえば、同社の「Pocket Your 
Pennies」機能により、消費者は当座預金

にある少額資金を貯蓄口座に移すことがで

きる。24 また、ルールベースの「Autosave」

機能により、銀行の伝統的な預金サービスに新たな側面を

追加できる。友人との週末の旅行資金を貯めようとしている

消費者は、30米ドルの支出ごとに5米ドルを貯金し、1,000米

ドルまで貯金するルールを設定できる。

さらに銀行は、スマートな口座開設機能を提供すること

で、デジタル開拓者のデジタルチャネル利用を促進できる。

ウェブサイトやアプリにおけるフォームの自動記入、認証

の簡略化、電子署名や指紋認証といった機能があれば、消

費者の購買エクスペリエンスが簡素化され、豊かになるだろ

う。

最後に、チャネルの垣根を取り払うこと。Google Homeや

Amazon Alexaなどのサードパーティー製デジタルサービス

により、支店、ATM、オンライン、モバイル、コールセンターを

すべて接続する必要がある。消費者は、オムニチャネル型

のエクスペリエンスを心から希望している。調査対象となった

消費者の70%は、チャネル間の一貫したエクスペリエンスが

銀行を選ぶ上で「きわめて重要」または「非常に重要」と考え

ている。したがって、銀行は、すべてのチャネルでシームレス

なデータフローを目指さなければならない。チャネル、商品、

システム間で消費者への360度の視点を得ることで、親近感

を高め、十分な成果を上げることができる。

銀行は、スマートな口座開設機

能を提供することで、デジタル

開拓者のデジタルチャネル利

用を促進できる。
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デジタル変革を加速する理由

当然ながら、以下の提言は一般的なものであり、消費者

向けの各種バンキングシステム、エクスペリエンス、すべて

の国のクラスターに同じく適用できるわけではない。

しかし、地域ごとの違いやニュアンスの差があるにもかか

わらず、当社は次のような共通テーマを見出している。消費

者と銀行のやり取りを発展させる必要があり、消費者はこう

した発展がすぐに始まることを期待している。次のようなシナ

リオを考えてみたい。多くの国では、モバイルが銀行のデジ

タル変革戦略の中心となる

可能性が高い。

さらに、支店、ATM、オン

ラ イ ン バン キ ン グポ ー タ

ル、モバイルアプリは、今

後数年でそれぞれ違った

発展を遂げ、デジタルにお

ける現実化と現実における

デジタル化が加速すると思

われる。そしてこれが実現

すれば、一部のチャネルが

他のチャネルよりも存在感

を増すことになるだろう。た

とえば、モバイルアプリが消費者のヘルプツールとして発展

すれば、コールセンターの必要性は薄れるだろう。カフェのよ

うな銀行支店に消費者が滞在する、または仕事に取り組む

ことができ、銀行のモバイルアプリがソーシャルメディアと同

様の不可欠なサービスと楽しみを与え、コールセンターでは

なく銀行のアプリでカードの紛失／盗難を報告できるように

なる。これらは、遠い未来の単なる可能性の話ではなく、多く

の顧客がすでに期待し、人気ブランドにおいて体験している

エクスペリエンスである。進歩の一方で、特に消費者の金融

サービス利用における重要な局面において、対人的なやり

取りは今後も重要となるだろう。しかし、デジタルは、消費者

の日々のやり取りをカスタマイズし、銀行ブランドに対する親

近感を高める上で中心的な役割を果たす。

今回の調査で得られる重要な教訓は、「顧客満足度が相

対的である」という点だろう。結局のところ、顧客の心と財布

を捕まえるには、銀行がデジタル変革を加速させ、各チャネ

ルを再構成することで顧客のあらゆるニーズに応える必要

がある。銀行と消費者の心情的なつながりを強化するには、

おそらくこうしたレベルでの変革を進めるしかなく、これによ

り、消費者の人気ブランドとしての地位を獲得できるだろう。

支店、ATM、オンラインバンキング

ポータル、モバイルアプリは、今後数

年でそれぞれ違った発展を遂げ、デ

ジタルにおける現実化と現実におけ

るデジタル化が加速すると思われる。
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デロイトにおけるデジタルバンキング調査

デロイトは、さまざまな側面のデジタルバンキングのソート・リーダーシップを世界的規模で作り出している。当社の2018年

のソート・リーダーシップに関する取り組みは以下のとおりである。

• デジタルバンキングのリーダーシップ調査 デロイトは、デジタルリーダーシップの20の特性を測定するために、デジタル

パフォーマンスの枠組みを構築した。これを実現するために、調査ではリーディングプラクティスと、デジタル利用により組

織全体で価値を生み出す銀行の能力を評価。詳細についてはAngus Ross（angusross@deloitte.com）にご連絡いただ

きたい。

• EMEAにおけるデジタルバンキングの成熟度調査 デロイトは、銀行と消費者に質問を行い、覆面調査を行うことで、

EMEA地域における銀行のデジタルバンキング能力と機能についてベンチマーク評価を行った。この調査では、口座の

開設、維持、解約においてどのようなサービスと機能が顧客に提供されているかを中心的に調べた。

• MITスローン経営大学院とデロイトのコラボレーションによる世界デジタル調査 この調査は、社会的事業とデジタル事業

の利用に関する課題と機会、および現在の組織が直面する現実の問題を明らかにすることを目的としている。
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